
行政サービス実施コスト計算書

第11期（平成23年４月１日～平成24年３月31日）

単位：円

Ò 業務費用

\ 損益計算書上の費用

研修受入事業費 294¶382¶568

交流事業費 30¶049¶417

調査研究事業費 40¶543¶009

情報事業費 114¶994¶587

受託事業費 21¶182¶481

一般管理費 134¶043¶205

財務費用 849¶857

固定資産除却損 191¶209
EEEEEEEE

636¶236¶333

] （控除）自己収入等

施設使用料収入 －78¶696¶450

受託事業収入 －21¶182¶481

その他事業収入 －1¶428¶077

寄附金収益 －1¶964¶479

資産見返寄附金戻入 －199¶295

財務収益 －80

雑益 －4¶170¶935
EEEEEEEE

－107¶641¶797
EEEEEEEE

業務費用合計 528¶594¶536

Ó 損益外減価償却相当額 151¶538¶649

Ô 引当外賞与見積額 －1¶204¶939

Õ 引当外退職給付増加見積額 4¶898¶479

Ö 機会費用
国又は地方公共団体の無償
又は減額された使用料によ
る貸借取引の機会費用

5¶946¶158

政府出資等の機会費用 26¶356¶734
EEEEEEEE

32¶302¶892
EEEEEEEE

× 行政サービス実施コスト 716¶129¶617
ÖÖÖÖÖÖÖÖ

注記事項 引当外退職給付増加見積額について
国又は地方公共団体からの出向役職員は７名、金額は5¶264¶372円である。
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注記事項
Ò．重要な会計方針
１．運営費交付金収益の計上基準
研修受入事業、交流事業、調査研究事業及び情報事業に係る物件費相当並びに退職手当に係る
経費相当については、業務達成基準（当該業務等の達成度に応じて、財源として予定されていた
運営費交付金債務を収益化する方法）を採用している。
また、人件費相当及び管理業務に係る物件費相当については、期間進行基準（一定の期間の経
過を業務の進行とみなし、運営費交付金債務を収益化する方法）を採用している。

２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用している。
なお、主な耐用年数は以下のとおりである。
建物 ２～50年
構築物 ２～50年
車両運搬具 ７年
工具器具備品 ２～15年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外
減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

] 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用している。
なお、耐用年数は、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５
年）に基づいている。

^ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金
は計上していない。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第89第
４項に基づき計算された退職一時金の当期増加額に基づいて計上している。
４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
Ê 国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の算定方法
県の算定基準に基づき計算している。

Ë 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
決算日における10年国債（新発債）の利回りに基づき0•985％で計算している。

５．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式による。

６．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。
７．ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額
ファイナンス・リース取引について、当該取引にかかる収益化額と、当該取引により計上され
た固定資産の減価償却費、維持管理費及びリース債務に係る支払利息額との間に差が生じており、
当該差額が当事業年度の損益に影響を与えている。当該ファイナンス・リース取引が損益に与え
る影響額は472¶354円であり、当該影響額を除いた当期総利益は8¶580¶079円となる。

Ó．重要な会計方針の変更
当事業年度より独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解（「独立行政法人会計基準の
改訂について」（独立行政法人会計基準研究会、財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計
部会 平成23年６月23日改訂）及び「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」
に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認会計士協会 平成24年３月最終改訂）
に基づいている。
これによる当事業年度の損益及び資本剰余金への影響はない。›
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